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はじめに 

 

本「適合の判定基準（審査の手引き）（以下、「手引き」という。）」は、（一社）マリン・

エコラベル・ジャパン協議会（以下、「ＭＥＬ協議会」という。）の流通加工段階（ＣｏＣ）

認証規格の審査にあたり、各認証基準をどのような評価指標を用い、どのような判断のもと

で適合・不適合の評価を行うかの目安を示したものである。 

 

MEL協議会は、ＭＥＬ流通加工段階（ＣｏＣ）認証規格 Ver.3.0への移行に伴い、本文書

の改正を行うこととした。ＭＥＬの規定では、５年毎に規格のレビューを行うことになって

おり、国内の複雑な流通・加工の実態を反映すること、帳合型中間卸への対応、そして小売

業・飲食業から、認証水産物を扱いたいが認証取得が煩雑かつ運用負担もあって軽減してほ

しいとの要望を受けており、できるだけ対応したいとの意図もある。 

  

ＭＥＬの流通加工段階（ＣｏＣ）認証規格 Ver.3.0の審査の手引きは、従来の一本化され

た構成から、「卸売用」「加工場用」「リテール用」の３つに分類することとした。それぞれ、

業界の特徴や動向を踏まえ、申請者に理解しやすくかつ運用しやすいように設計し直した。

以前の本書は審査の一般的なガイドラインのような構成であったが、今回は規格の認証基

準・判定指標毎に実際の審査における留意事項、確認すべき事象や証拠、そして判定に至る

までの実務的なアプローチを示す構成に修正した。審査員にとっても馴染みやすくなって

おり、これにより審査の質の改善、力量の向上さらには均一化に資することを期待したい。 

 

Ver.2.0 では、「認証を行う機関に対する要求事項」に記載していた審査機関に対する要

件を、本来の対象者である申請者に対する要件に変更し、それらを規格本文に反映し、「適

合の判定基準（審査の手引き）」に解説を記載することとした。審査前の準備の範疇であっ

た認証の範囲の決定やリスク評価がこれに該当する。これらについては、巻末の付属書にて、

認証の対象・区分・範囲・構成の定義、入出荷照合チェック、トレーサビリティチェック、

リスク評価について、考え方や手順・運用の仕方を示している。 

 

 さらに、昨今の企業に対する社会的責任、労働権の視点を加えた。また、食品衛生の視点

については、改正食品衛生法でＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理が義務化されて

いるが、本規格の要求事項に織り込むことはせず、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００、ＦＳＳ

Ｃ２２０００やＪＦS（Ｂ規格以上）等の食品衛生や食品安全に関する認証を取得している

事業者は、該当審査項目を免除する優遇措置を設けることした。 
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原則１．申請者の社会的資格と責任 

 

水産流通や水産加工に係る全ての事業者が、事業にかかわる様々な法令を遵守し、合法的

に事業を行うことは、最低限の社会的責任である。様々な法令による規制は、本規格で定め

る他の認証基準と関連があるものが多く、個別の基準においては法令に定める基準よりも

厳格な基準の達成を求めているものもある。これらの事項については、原則１に定める個々

の認証基準は他の原則の認証基準を満たすことによって適合することになる。社会的責任

には、雇用者に対し適切な労働条件、労働環境を付与することのほか、違法な労働が行われ

ていないことが含まれる。 

 

 

認証基準 1.1 水産物の流通、加工、飲食業に関連する当該国の関係法令、申請者が所在

する地方自治体の定める条例等を遵守していること。 

 

1.1.1 申請者は、認証された水産物、非認証の水産物を取り扱う場合も含め、関連

する国内法を遵守していなければならない。 

評価指標 Ａ 関連法令に基づいて、公的機関から伝達される事業者がなすべき指示が

文書として保管されているか。 

Ｂ 上記指示に対して具体的な対応が適切に行われているか。 

1.1.2 申請者は、必要な免許又は許可に基づき適法に水産物を取り扱う事業者であ

り、所管の保健所から営業許可証の交付を受けており、事業所の場所、責任

者、設備が整っていなければならない。海外の場合は、当該国の関係法令を

遵守していなければならない。 

評価指標 Ａ 営業許可証などを保有し、その許可内容と実際の事業に相違がないか。 

Ｂ 営業の禁停止などの処分を受けていないか。過去に禁停止の経験がある

場合、改善対策が講じられており、現在は健全な状態であること。 

1.1.3 従業員や労働者に対して、関係法令等に基づいた賃金、労働条件及び福利厚

生が提供されており、労働環境が確保され、健康管理が適切に実施されてい

ること。 

評価指標 Ａ 事業所で雇用されている従業員に対して、関係法令等に基づいた賃金、

福利厚生及び労働条件が提供されているか。 

Ｂ 従業員に対して適切な健康管理（健康診断の実施等）がなされ、その記

録が残されているか。 

1.1.4 児童労働等違法な労働が行われていないこと。 

 Ａ 児童労働や外国人の不法就労等違法な労働行為が行われていないか。 
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判定指標 1.1.1 

評価指標 1.1.1 A 

関係法令を遵守するにあたっては、食品安全基本法（平成 15年法律第 48号）、食品衛

生法（昭和 22年法律第 233号）、食品表示法（平成 25年法律第 70号）、食品リサイクル

法（平成 12年法律第 116号）、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）、労災保険法（昭和

22 年法律第 50号）、卸売市場法（昭和 46年法律第 35号）等の他、食品安全基本法（平成

15 年法律第 48号）、食品衛生法（昭和 22年法律第 233号）、食品表示法（平成 25年法律

第 70号）、食品リサイクル法（平成 12年法律第 116号）、労働基準法（昭和 22年法律第

49 号）、労災保険法（昭和 22年法律第 50号）、卸売市場法（昭和 46年法律第 35号）等の

他、申請者の事業所が所在する地方自治体の定める条例等の中で、水産物流通や加工に適

用される蓋然性が高い事項を指示に従って適切に履行していることを確認すること。 

法令の目的を達成するために、事業者が遵守すべき具体的事項は、都道府県等から事業

者に向けて文書が発出、通知されているかを確認し、通知されている場合は、それらの文

書を保持しているかどうかによって適合を評価する。年次審査においては、新たに発出さ

れた文書の有無を確認し、評価指標への適合状況を評価する。 

評価指標 1.1.1 B： 

本手引き書の改訂時点における流通加工に携わる申請者が具体的に実施すべき事項につ

いては、本規格の個々の認証基準ならびに評価指標の解説に具体的に示されることになる

ので、それらに適合していることが確認できれば、自ら本評価指標に適合していると判断さ

れる。それ以外の法令に関しては保持している文書に照らして実施状況を確認する。 

 

判定指標 1.1.2 

 評価指標 1.1.2 A 及び B： 

申請者が属する保健所が発行した営業許可書を確認すること。その許可内容と実際の事

業活動に相違がないかも確認すること。過去に営業禁止、停止の事例の有無、もし発生の事

実があれば是正処置の経緯等も確認することが望ましい。 

 

判定指標 1.1.3及び 1.1.4 

 評価指標 1.1.3 A、1.1.3 B 及び 1.1.4 A： 

本判定指標は、従業員を雇用して加工、卸売あるいは小売・飲食業を営む事業者に適用さ

れる。本指標に対してはＩＬＯ諸条約への対応も含まれるが、我が国では批准された国際条

約は国内法の改正により対応していることから、国内の労働関係法令への遵守状況を確認

する。雇用契約等の書類の確認の他、労働基準監督署等からの指導・勧告を受けた前例がな

いこと、従業員への聞き取りを含めて適合かどうかを判断する。 

水産加工業の場合は、外国人技能実習生の受け入れの有無、受け入れている場合は労務環

境や勤務状況等をヒアリングしておくことが望ましい。 
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認証基準 1.2 ＣｏＣ認証を管理・運営する仕組みを有すること。 

 

1.2.1 申請者は、直近の仕入先が生産段階認証又はＣｏＣ認証を取得していること

を確認しなければならない。 

評価指標 Ａ 仕入先の認証状況の確認手順が策定され、それに則して業務が行われて

いるか。 

Ｂ 管理責任者が確認手順を理解しているか。 

1.2.2 申請者は、認証された水産物を扱う全ての工程を管理し、トレーサビリティ

や仕分けが確実に行われていること及び記録されていることを監督する管理

責任者を１名以上配置しなければならない。 

評価指標 Ａ 組織全体のＣｏＣの手順を管理・統括する管理責任者が存在しているこ

と。 

Ｂ 辞令や職責表等で、任命が組織上承認されているか。 

1.2.3 申請者は、ＣｏＣの管理・運営に関する組織体制、責任、権限を明確にしな

ければならない。 

評価指標 Ａ ＣｏＣの管理・運営に関する組織体制、責任、権限が文書化されている

か。 

Ｂ 当該文書は関係者と共有しているか。 

Ｃ 当該文書は適宜更新されているか。 

1.2.4 申請者は、認証水産物に関する全ての段階で生じた記録を、３年間は提示可

能な状態で保管していなければならない。また、出荷した認証水産物の保存

期間（賞味期限等）が３年間を超える場合は、当該の水産物の保存期間中は

提示可能な状態で保管していなければならない。ただし、リテール用の対象

となる申請者は、認証された水産物に関する全ての段階で生じた記録を、認

証水産物の保存期間（賞味期限等）あるいは１８か月の長い方の期間、提示

可能な状態で保管していなければならない。 

評価指標 Ａ 当該記録は適切に保管されているか。 

Ｂ 賞味期間が３年を超える場合、それに合わせて当該記録が保管されてい

るか。対象物がなければ、「該当なし」と判定しても良い。 

1.2.5 申請者は、消費者あるいは出荷先からの認証水産物に関する苦情あるいは意

見を受け付け、処理するための手順を文書化していなければならない。また、

当該の手順書に基づいた苦情処理の体制を整えていなければならない。 

評価指標 Ａ 苦情を受け付け、処理するための手順書・マニュアル等が策定されてい

るか。 

Ｂ 苦情を受け付け、適切にその処理を行う担当者が配置されているか。 
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判定指標 1.2.1 

 評価指標 1.2.1 A 及び B： 

本指標は、申請者が自身の仕入先の認証取得の事実を正確に把握していることを求める

ものである。仕入先が漁業者や養殖生産者の場合、ＭＥＬ生産者段階認証を取得しているこ

と、そして認証の範囲（魚種、漁法、エリア等）を把握していることを確認する。ＣｏＣ認

証の場合も同様に、認証の範囲を把握していることを確認する。この場合、更に遡って生産

段階認証を確認することが望ましい。 

Ｃ 実際に苦情を受け付け、適切に処置が行われているか。実績がなければ、

「該当なし」と判定しても良い。 

1.2.6 申請者は、リコール・回収を行うための手順を文書化していなければならな

い。また、申請者は当該の手順書に基づいたリコール・回収の体制を整え、

不適合とされた水産物が発見された場合は、この手順書に従い当該の水産物

をリコール・回収しなければならない。 

評価指標 Ａ リコール・回収について、手順書・マニュアル等が策定されているか。 

Ｂ リコール・回収について、適切に処置を行う担当者が配置されているか。 

Ｃ 実際に不適合認証水産物を発見した際に、リコール・回収処置が適切に

行われているか。実績がなければ、「該当なし」と判定しても良い。 

1.2.7 申請者は、認証水産物を扱うことに対する社会的責任及びＣｏＣの管理・運

営に関して、従業員や関係者に対して教育する機会を設け、実施しなければ

ならない。 

評価指標 Ａ ＣｏＣ管理責任者に対して当該の研修あるいは教育の場を設定している

か。 

Ｂ 前述の当該研修等の実施記録はあるか。 

Ｃ 従業員へのＭＥＬやＣｏＣを学ぶ場を提供しているか。 

Ｄ 前述の実施記録はあるか。 

1.2.8 申請者は、審査の準備段階には必ずＣｏＣに関するリスク評価を受けなけれ

ばならない。 

評価指標 Ａ リスク評価のための質問票に記入し提出すること。 

Ｂ リスク評価結果の内容を理解すること。 

Ｃ 過去のリスク評価が記録されているか。 

1.2.9 申請者は、ロゴマークの表示にあたって、別途定める「ロゴマークの使用・

管理規程」に基づき、使用、管理できる体制を有していなければならない。 

評価指標 Ａ 「ロゴマーク使用契約書」の規約を遵守しているか。 

Ｂ 「ロゴマークの使用・管理規程」を遵守する体制を構築する手順やマニ

ュアル等が策定されているか、 
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ただし、申請者が、認証水産物が梱包された製品を開封せずに、流通・保管・販売する業

者から仕入れる場合（ＣｏＣ認証を未取得）、当該事業者の仕入先を特定するとともに、生

産段階認証あるいはＣｏＣ認証を取得していることを確認しなければならない。 

同様に、帳合になっている商社やディーラーのように、物流に関与していない事業者が仕

入先である場合、当該事業者の認証取得が不要であることを確認するとともに、当該事業者

の仕入先を特定し、生産者段階認証あるいはＣｏＣ認証を取得していることを確認しなけ

ればならない。 

サプライチェーン上の事業者の認証取得の要否については、付属書１－２に記載されて

いる「ＭＥＬ加工流通段階認証取得要否フローチャート」を参照すること。 

これらの確認項目や手順がＣｏＣ手順書あるいはマニュアル等に記載されていること、

それに従って業務が行われていることを確認すること。 

 

判定指標 1.2.2 

評価指標 1.2.2 A 及び B： 

本指標は、申請者の組織において、ＣｏＣを監督する責任者が任命されていることを確認

するものである。認証水産物の仕入から、加工、梱包・再梱包、配送、調理を経て最終消費

者に提供するサプライチェーンの中で申請者が関与する事業におけるトレーサビリティや

仕分け等の管理・運営および認証機関との連絡窓口として、組織上権限を与えられているこ

とも併せて確認すること。 

 

判定指標 1.2.3 

評価指標 1.2.3 A, B 及び C 

本指標は、ＣｏＣの管理運営に関する組織体制、責任や権限が規定化されていることを

確認するものである。ＣｏＣ手順書あるいはマニュアル等に組織図やレポートラインが図

示され、それぞれの担当者の役割、責任、権限が記載されていることを想定する。 

また、申請者が、人事異動、認証範囲の変更あるいはサイトの増減等で本件に係る情報

が更新されていることも確認することを求める。 

 

判定指標 1.2.4 

評価指標 1.2.4 A 及び B 

 本指標が想定している記録とは、認証製品の売買記録、社内での認証製品の製造記録、

ロゴマークシールあるいはロゴマーク付き包材の在庫記録等である。記録は紙ベース、デ

ジタルベースのいずれでも良い。 

 

 

判定指標 1.2.5 
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評価指標 1.2.5 A, B 及び C 

 本指標は、苦情の受付、処理するための手順・マニュアル及び組織体制が整備されてい

るかを確認するものである。同システムは、ＣｏＣ向けに新たに設定する必要はなく、申

請者が既に策定した処理システムにＣｏＣに関する事項を付記してもよい。 

なお、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００，ＦＳＳＣ２２０００やＪＦＳ（Ｂ規格以上）等

の食品衛生や食品安全に関する認証を取得している場合は、本判定指標 1.2.5を適合とし

てもよい。その他の認証の取り扱いについては別途定める。 

 

判定指標 1.2.6 

評価指標 1.2.6 A, B 及び C 

 本指標は、不適合認証水産物に関するリコール・回収の受付、処理するための手順・マ

ニュアル及び組織体制が整備されているかを確認するものである。同システムは、ＣｏＣ

向けに新たに設定する必要はなく、申請者が既に策定した処理システムにＣｏＣに関する

事項を付記してもよい。 

なお、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００，ＦＳＳＣ２２０００やＪＦＳ（Ｂ規格以上）等

の食品衛生や食品安全に関する認証を取得している場合は、本判定指標 1.2.6を適合とし

てもよい。その他の認証の取り扱いについては別途定める。 

 

判定指標 1.2.7 

評価指標 1.2.7 A 及び B 

本指標は、企業が管理責任者に対して、ＣｏＣの管理運営に関する教育・研修の機会を

提供しているかを確認するものである。後述するように従業員に対し教育・研修を行う立

場にあることから、ＣｏＣの要求事項、審査項目からＣｏＣ手順書あるいはマニュアル等

の理解を継続的に深めていただくことを求める。 

評価指標 1.2.7 C 及び D 

従業員への教育・研修の機会の場を設定しているかを確認すること。従業員向けの簡易

的なハンドブックや冊子、加工場や食堂にポスターを設置する等の取り組みでも十分意識

向上の効果がある。 

 

判定指標 1.2.8 

評価指標 1.2.8 A, B及び C 

リスク評価は「認証を行う機関に対する要求事項」に記載されている通り、審査の準備段

階に実施することになっており、本指標ではその実施、理解及び過去の実績を確認するもの

である。リスク評価の対象は認証機関ではなく、申請者であることから、Ver.3.0から評価

の詳細は本文書に記載することした。 

本指標は、事業者が認証水産物と非認証水産物が混在するリスクがない管理運営体制を
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有しているかを評価するものである。従来、マルチサイトの場合のリスク評価の対象は、そ

れぞれのサイトであったが、Ver.3.0からは申請者として一本化することとする。 

申請者は、付属書４に記載されている「リスク評価のための質問票」に回答し、リスクレ

ベルを確認する。次にリスクレベルをスコアに従って「低リスク-Ａ」「低リスク-Ｂ」「中リ

スク」「高リスク」に区分し、それによって審査の程度及び年次審査の頻度を決定する。審

査員は、当該リスクと判定した理由を説明し、申請者に理解させる。 

「審査レベル」とは、申請代表者（マルチサイトの場合は本部）の 1サイトあたりの工程

数のことを指す。業態別・サイト別のサイト工程数の目安は、付属書４に記載された指標を

使用すること。 

なお、初回審査の場合の判定基準は付属書４に記載の通りとするが、審査の経験がある場

合は、過去のリスク評価結果の推移を確認することが望ましい。 

 

判定指標 1.2.9 

評価指標 1.2.9 A 及び B 

審査員は、申請者が「ＭＥＬロゴマーク使用・管理規定」に関して適切に理解している

か、ＭＥＬ協議会とロゴマーク使用許諾契約を締結し使用料の支払いで不備はないかを確

認する。また、ロゴマークの実際の使用実態は、使用目的、デザイン、使用許可連絡、使

用枚数等で確認することが望ましい。 

 

 

認証基準 1.3 ＣｏＣ認証の変更の要件 

 

1.3.1 申請者は、新たな認証事業者から認証水産物を仕入れた場合、あるいは新た

な認証水産物を仕入れた場合、前段の事項が生じた日より３０営業日以内に

書面又は電子媒体により認証機関に通知しなければならない。 

評価指標 Ａ 本適合指標の変更についての手順がＣｏＣ手順書等に明記されている

か。 

Ｂ 実際に変更があってから期間以内に認証機関へ通知しているか。 

Ｃ 認証水産物仕入リスト等が適宜更新されているか。 

1.3.2 申請者は、以下の変更を行う前に、認証機関より書面による承認を受けなけ

ればならない。認証機関が必要と認めた場合は別途審査を行う。 

（１）認証水産物に対して、認証の範囲に含まれていない新しい業務を行う

場合 

（２）新たな請負事業者に認証された水産物を扱う業務を委託する場合 

評価指標 Ａ 本適合指標の変更についての手順がＣｏＣ手順書等に明記されている
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判定指標 1.3.1 

申請者は、加工や流通の対象となっている認証水産物やその調達先、および申請者自身の

認証対象となる範囲や区分そして認証の構成を変更する場合は、必ず認証機関から承認を

得なければならない。そしてその情報は常に更新されていなければならない。  

評価指標 1.3.1 A, B及び C： 

本指標は、申請者が新たな認証水産物の仕入れを始める場合には必ず認証機関に当該期

間内に通知しなければならないことを求めている。この連絡を怠ると、認証水産物を提供す

る生産者や販売先の期待や信頼を損なうことに繋がり、ＭＥＬの信用を失する可能性があ

るので、申請者はサプライチェーンの一角を司る立場として責任と自覚を持つことを求め

たい。「変更」とは、新規追加だけではなく、取り扱いや仕入れがなくなった場合も含まれ

る。申請者は常にそれら情報を更新していなければならない。 

なお、評価指標 1.3.1 B 及び C において、新規申請者として実績がない場合は「該当な

し」と判定しても良い。 

 

判定指標 1.3.2 

評価指標 1.3.2 A, B 及び C： 

本指標は、規格本文に記載されている認証の範囲の変更が生じた際の手順について確認

するものである。 

対象事項は、（１）業種毎に列記されている業務の追加、（２）委託業者の追加である。こ

れらの変更については、認証機関に連絡し、承認を得ることで完了するが、業務の種類が異

なる場合、あるいは新たな事業者が加わる場合は、臨時審査を受審することを求める。 

ここで想定している事例は、二次加工（例. 切り身加工）でＣｏＣ認証を取得している事

業者が、高度な加工（例. 衣付きフライ、他原料との混合半調理品等）を新たに認証の範囲

か。 

Ｂ 実際に変更を行う前に、認証機関から承認を受けているか。実績がなけ

れば、「該当なし」と判定しても良い。 

Ｃ 認証の範囲、認証の区分、認証の構成がリスト等で明記され、適宜更新

されているか。 

1.3.3 申請者は、認証の範囲に含まれている業務あるいは事業がなくなる場合は、

認証機関に通知しなければならない。 

評価指標 Ａ 本適合指標の変更についての手順がＣｏＣ手順書等に明記されている

か。 

Ｂ 実際に変更があってから期間以内に認証機関へ通知しているか。 

Ｃ 認証の範囲、認証の区分、認証の構成がリスト等で明記され、適宜更新

されているか。 
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とする場合は、想定している管理体制やリスク要因が異なることから、新たに審査をするこ

とになる。 

なお、評価指標 1.3.2 A, B 及び Cにおいて、新規申請者として実績がない場合は「該当

なし」と判定しても良い。 

 

判定指標 1.3.3 

評価指標 1.3.3 A 及び B： 

本指標は、規格本文に記載されている認証の範囲の変更が生じた際の手順について確認

するものである。 

対象事項は、認証の対象となっている業務および委託業者の削減である。事業者の経営方

針の変更や経済的な理由で、認証の対象となっている加工業務を対象外とする場合、あるい

は委託業者との委託加工契約が終了した場合等を想定している。この場合、認証機関による

承認の必要はなく、事業者からの通知とその確認で完了することとする。事業者は方針決定

後、１０営業日以内に認証機関に通知することが望ましい。 
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原則２．水産物の識別、適切な仕分けとトレーサビリティ 

 

認証水産物の提供において、生産段階認証を取得した水産物とそうでない水産物が混在

しないように分けて個々に管理できるよう識別しなければならない。例えば、認証水産物と

非認証水産物が横並びに置かれていた場合、ラベルや看板等何もなければ作業者は分かっ

ていても、それ以外の人が非認証水産物を混ぜてしまうリスクがありえる。 

こうした間違いや何がどこに保管されているかなどを誰が見ても分かるように識別しな

がら対象物を取り扱うことを仕分けと言い、流通・加工に携わる事業者が、認証水産物と非

認証水産物が混合しないための仕組みと管理・運用体制を有することを保証しなければな

らない。 

 ＣｏＣ認証におけるトレーサビリティとは、認証水産物や認証水産物を仕入れて、加工、

梱包・再梱包、保管、販売、配送と最終消費者に届ける工程において、各種伝票、製造記録

あるいはシステムを介して情報が途切れることにない仕組みを有することである。 

昨今、ＩＵＵ漁業撲滅に向けての要求が高まっているが、加工流通段階においては、不適

正表示、出荷報告漏れ、産地偽装等、流通事業者に対する厳しい目が向けられている。非認

証水産物を認証水産物と偽ることのなきよう、そして水産流通の透明性を高め消費者の信

頼を得ることの重要性を求める。 

 

 

認証基準 2.1 認証された水産物が識別できる体制を有していること。 

 

Ver.3.0から「識別」の考え方を強調することとした。以前は、仕分けの範疇に入れてい

たが、ＭＥＬのロゴマークを付した水産物や商品の流通が増えてきて、加工・流通段階にお

いて認証水産物が客観的に判別できるようなシステムを構築することが求められている。

このシステムは物理的な判別にとどまらず、水産物名や商品コード上で識別する方法、そし

て認証水産物やそれを使用したメニュー等で情報を伝える際等において、その情報に虚偽

や誇張がなく、消費者に誤認を与えてはないよう留意しなければならない。 

2.1.1 申請者は、全ての段階において、認証された水産物が識別できる体制を有し

ていなければならない。 

評価指標 Ａ 認証水産物の識別方法についてＣｏＣ手順書もしくはマニュアル等に明

記されているか。 

Ｂ 実際に梱包容器、パッケージ、保管場所で認証水産物が識別できる仕組

みが運営されているか。 

2.1.2 認証された水産物は、出荷伝票、出荷明細書あるいはそれに準じた物流上の

書類において認証されたものであることが識別できるようにしなければなら
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判定指標 2.1.1 

評価指標 2.1.1 A 及び B 

審査員は、認証水産物が全ての工程で識別できる仕組みを有しているかを確認する。原材

料として入荷する認証水産物や仕掛品に対して、その包装資材や保管する場所で、その識別

ができる体制を整えなければならない。水産物の包材にシールやラベルを貼る、保管場所の

ラックや棚に当該品であることが示すプレートや札をつけるなどが望ましい。 

これらがＣｏＣ手順書あるいはマニュアルに記載されていること、および実際に現場に

入りその運用を確認することによって適合の判断をすること。 

 

判定指標 2.1.2 

評価指標 2.1.2 A 及び B 

審査員は、仕入先からの出荷伝票や明細書及び出荷伝票や明細書に認証水産物を特定で

きる記述（水産物名、商品コード等）がなされているかを手順書等の記載と実際の運用も併

せて確認すること。例えば、商品名の頭文字に「ＭＥＬ」や認証品であることが認識できる

文字を入れることが望ましい。 

扱う商品数が少ない、あるいは識別するシステムを作るための労力や費用の面で申請者

に過度な負担が生じることが明白な場合は、本判定指標の重要性や意図を理解しているこ

とを確認した上で「条件付き適合」あるいは「観察事項」と判定しても良い。また、申請者

の出荷した水産物が全て認証水産物である場合は「該当なし」と判定しても良い。 

 

判定指標 2.1.3 

評価指標 2.1.3 A 及び B 

審査員は、認証水産物の商品情報が「ＭＥＬロゴマーク使用・管理規定」に従って適切に

理解、運用されているかを確認する。併せて、認証生産者から、魚種、漁場、漁法等の正確

ない。なお、出荷した水産物が全て認証の対象である場合は適用外とする。 

評価指標 Ａ 入出荷伝票や明細表について、認証水産物の識別方法がＣｏＣ手順書も

しくはマニュアル等に明記されているか。 

Ｂ 実際に入出荷伝票や明細表で認証水産物が識別できる仕組みが運営され

ているか。 

2.1.3 包装、ラベル、メニュー等で使用される認証された水産物の情報は正確でな

ければならない。 

評価指標 Ａ 包装、ラベル、メニュー等で使用される認証水産物や製品の情報記載方

法がＣｏＣ手順書もしくはマニュアル等に明記されているか。 

Ｂ 実際に包装、ラベル、メニュー等の認証水産物の情報が適切に記載され

ているか。 
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な情報を入手し、商品の情報提供の際には水産物表示に反映させているかも確認すること。 

 

 

認証基準 2.2 認証された水産物の全ての段階における仕分けが確立しており、その実行

を管理する体制を有していること。 

 

本基準では、流通加工の全ての工程において、認証水産物と非認証水産物を仕分けするシ

ステムを有し、それが適切に実装されているかを確認するものである。ＣｏＣ認証において

最も重要な要求事項の一つである。認証品と非認証品の置き換えの防止、そして認証水産物

が原料として入荷し、加工・包装等を施し出荷する過程において、入出庫記録の定量データ

からその差異が合理的に説明できるかを求める。これにより置き換えがなかったことを裏

付ける証拠になるのである。 

 

判定指標 2.2.1 

本判定指標は、仕分けを行うにあたって、その理解、実際の方法を時間による仕分け

（Temporal Separation）あるいは物理的仕分け（Physical Separation）を例示し、そして

2.2.1 申請者は、組織内で仕分けの考え方が周知され、全ての段階で適切に仕分け

を行うシステムを有し、それを正確に運用していなければならない。 

評価指標 Ａ 認証水産物と非認証水産物を明確に仕分ける手法についてＣｏＣ手順書

もしくはマニュアル等に明記されているか 

Ｂ 実際に作業現場において、仕分けが適切に行われているか。 

Ｃ 入荷から出荷の工程において、認証水産物や認証水産物の使用が適切に

行われ、それが合理的に説明できること。 

Ｄ 実際に認証水産物と非認証水産物の仕分けで運用上の問題が発生してい

ないか。過去には発生した経験があれば、適宜是正処置が行われている

か。 

2.2.2 加工・調理段階において、同魚種の認証された水産物と非認証の水産物を混

合した場合は、認証された水産物として販売してはならない。なお、他魚種

との混合の場合は、認証された水産物が９５％以上であれば認証水産物とし

て販売できる。それ未満の場合は、認証された水産物の魚種名とその混合割

合を示さなければならない。なお、最終的に消費者に提供される水産物ある

いは製品において、認証された水産物と非認証の水産物が視覚的に、あるい

は物理的に区別できる場合は混合に該当しない。 

評価指標 Ａ 認証水産物と非認証水産物の混合に関する理解がなされているか。 

Ｂ 認証水産物と非認証水産物の混合に関して適切に運用されているか。 
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原料の入荷から製品の出荷に至る工程において置き換えが発生しないこと、混合や組み合

わせが適切に行われていることを確認するものである。 

昨今、水産流通段階における産地偽装や不正表示等の不祥事に対して厳しい目が向けら

れており、申請者は、審査出席者だけではなく、従業員に周知徹底していることを示すなど、

高い意識を持つことを求めるものである。 

 

評価指標 2.2.1 A 

本指標は、申請者が仕分けを行うシステムに関して十分に理解し、ＣｏＣ手順書あるいは

マニュアル等にその旨記載していることを求めるものである。ロゴマーク使用管理規程に

該当する箇所への理解度とその実装を確認すること。 

評価指標 2.2.1 B 

本指標は、申請者が加工や梱包等を行う現場において、認証水産物と非認証水産物が時間

的にあるいは物理的に仕分けられて作業が行われているかを確認するものである。時間的

な仕分けとは、認証水産物と非認証水産物の作業・加工を異なる時間帯におこなうことであ

る。物理的な仕分けは作業・加工を異なる場所やラインでおこなうことである。これらの実

装により、認証水産物と非認証水産物の置き換えの発生は格段に抑制されることとなる。 

しかしながら、たとえば、作業スペースが小さいなどの理由により、原材料や仕掛品の在

庫の物理的仕分けができない場合は、取り扱い作業場のミスが発生しないよう、現物にシー

ルやラベルを貼付する、あるいは保管スペースの近くにプレートを貼る等の方法も認めら

れ、十分に機能している場合には、それで代替されているとしても良い。 

評価指標 2.2.1 C 

入出荷量照合シートを使用して、認証水産物（非認証水産物でも可）のサンプルを抽出し、

商品仕様書（予算）と実際の重量や数量を比較し、歩留率や添加率を合理的に説明すること

が可能かを確認すること。シートの使用手順については、後述の付属書２を参考にすること。 

評価指標 2.2.1 D 

審査員は、過去の認証水産物と非認証水産物の仕分けにおける、運用上の問題の有無を確

認すること。問題発生事例があれば、是正処置の内容を確認すること。申請者がその事例を

記録に残すように促すことが望ましい。 

 

判定指標 2.2.2 

評価指標 2.2.2 A 及び B 

本判定指標は、「ロゴマーク使用・管理規程」に記載されている「認証水産物と他の原材

料との混合に関する細則」の理解と運用実績の確認を求めるものである。混合の定義や表示

方法、組み合わせ・盛り合わせの規程は同書を参考にすること。 

 

認証基準 2.3 認証された水産物の全ての段階におけるトレーサビリティが確立してお
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り、その実行を管理する体制を有していること。 

 

本基準では、認証されたものとして販売された水産物や製品について、仕入販売伝票、同

様の記録やデータを通して、商品提供から原料や水産物仕入までを遡って追跡できるシス

テムを有し、それが適切に実装されているかを確認するものである。トレーサビリティの確

立は、仕分けと同様にＣｏＣ認証において最も重要な要求事項の一つである。 

入荷、加工、包装・再包装、保管、配送等の全ての段階において、トレーサビリティの記

録と認証水産物との照合が必須となる。 

2.3.1 申請者は、仕入れた認証水産物が、認証を取得した生産段階認証事業者から

供給され、ＣｏＣ認証を受けた事業者によってのみ加工・流通されてきたこ

とを確認できる体制を有していなければならない。当該の体制には所定の必

要事項を含めなければならない。 

評価指標 Ａ 仕入れた水産物の認証状況を確認することがＣｏＣ手順書あるいはマニ

ュアル等に明記され、業務担当者が手順を理解しているか。 

Ｂ サンプル抽出された水産物の書類（仕入伝票等）に必要事項が記載され

ているか。 

Ｃ 直近の仕入先の生産段階認証状況、または、ＣｏＣ認証の状況について

記載された資料または記録があるか。 

2.3.2 申請者は、認証された水産物に対して加工や調理あるいは搬送、仕分け、梱

包・再梱包、販売を行う場合、所定の必要事項を記録しなければならない。

（必要事項は解説文を参照のこと） 

評価指標 Ａ サンプル抽出された認証水産物について４つの必須情報が記録されてい

るか。（必須情報は解説文参照） 

Ｂ 非認証水産物との混合を行った上で認証水産物として販売する場合は、

「認証水産物と他の原材料の混合に関する細則」に適合することを確保

するための手順が存在しているか。 

2.3.3 申請者は、販売した認証水産物について、出荷伝票から遡って、申請者の組

織全ての段階において追跡ができること。ただし、リテール用の対象となる

申請者は、加工や調理、販売した認証水産物の仕入情報が確認できなければ

ならない。 

評価指標 Ａ 全ての認証水産物について、入荷から加工、出荷までの正確な記録が存

在し、開示要請に応じられるようＣｏＣ手順書あるいはマニュアル等に

明記しているか。 

Ｂ サンプル抽出された認証水産物について本基準適合の判定指標の情報が

記録されているか。 
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判定指標 2.3.1 

評価指標 2.3.1 A 及び B 

審査員は、仕入れた水産物の認証状況を確認することがＣｏＣ手順書あるいはマニュア

ル等で記載されていることを確認すること。また、水産物の書類（仕入伝票や仕入明細書等）

に下記４項目が記載されているかを確認すること。 

（１）仕入先 

（２）仕入日 

（３）製品名又は魚種 

（４）製品重量又は数量 

また、認証水産物の仕入先リスト、認証情報を適切に記載し、変更の都度更新している

ことも併せて核にすること。 

評価指標 2.3.1 C 

審査員は、前述の（１）～（４）に対して、下記が記録されていることを確認すること。 

（５）直近の仕入先の生産段階認証状況又はＣｏＣ認証の状況 

 

判定指標 2.3.2 

本判定指標は、認証水産物と非認証水産物の混入のリスクがないことを確認するもので

ある。審査員は入出荷量照合シートを使用してその確認を行う。 

2.3.4 申請者は、認証水産物の仕入から加工や調理、製造、搬送、仕分け、梱包・

再梱包等を経て出荷/販売までの工程表を有していなければならない。 

評価指標 Ａ 製造工程表あるいは調理指示書を策定し、加工工程が図示されているか。 

Ｂ 認証水産物において、担当者が製造工程を適切に説明できるか。 

2.3.5 申請者は、認証された水産物を使用し、認証された製品として販売する場合、

該当品の水産物仕様書を作成し、それに基づいて加工や製造を行っていなけ

ればならない。 

評価指標 Ａ 商品仕様書あるいは水産物説明書を策定しているか。 

Ｂ 当該文書には認証水産物の魚種、調達先（国）、配合率が明記されている

か。 

Ｃ 当該文書に基づいて、加工を施しているか。 

Ｄ 仕様や配合が変更される都度、当該文書が更新されているか。 

2.3.6 申請者は、消費者、出荷先/販売先、認証機関、ＭＥＬ協議会から要請があっ

た場合は、トレーサビリティに関する正確な記録を提示できなければならな

い。 

評価指標 Ａ 消費者、出荷先、認証機関、ＭＥＬ協議会からの要請に対して、トレー

サビリティに関する正確、完全かつ改変がない記録が提示できるか。 
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評価指標 2.3.2 A 

審査員は、それぞれの工程において、下記が記録されていることを確認する。 

（１）加工、梱包・再梱包の日付 

（２）加工、梱包・再梱包の業務内容 

（３）加工、梱包・再梱包する前の重量あるいは数量 

（４）加工、梱包・再梱包する後の重量あるいは数量 

上記記録は、記入されたものあるいはデータベースのどちらでも良い。実際の審査では、

無作為に抽出した記録で確認すること。 

評価指標 2.3.2 B 

入出荷量照合シートを使用して、認証水産物（非認証水産物でも可）のサンプルを抽出し、

商品仕様書（予算）と実際の重量や数量を比較し、歩留率や添加率を合理的に説明すること

が可能かを確認すること。なお、本指標は、前述の 2.2.2 Cと同じであり、同指標が適合で

あれば、本指標も適合としてよい。 

 

判定指標 2.3.3 

本判定指標は、非認証水産物の混入のリスクの発見、リコール・回収等の問題が発生した

際に追跡するシステムと実効性を確認するものである。審査員はトレーサビリティチェッ

クシートを使用してその確認を行う。 

評価指標 2.3.3 A 

審査員は、ＣｏＣ手順書あるいはマニュアルにトレーサビリティに関する記述があるか

を確認する。 

評価指標 2.3.3 B 

トレーサビリティチェックシートを使用して、認証水産物（非認証水産物でも可）のサン

プルを抽出し、工程毎に管理番号やロット番号等を介して記録やデータを確認し、原料の入

荷から全ての工程を経て商品として出荷されるまで履歴が途切れることがないかを確認す

る。使用手順については、後述の付属書３を参照にすること。 

 

判定指標 2.3.4 

評価指標 2.3.4 A 及び B 

審査員は、認証水産物の仕入から加工、調理等を経て出荷までの工程表あるいはフロー

図を確認すること。実際に認証水産物を使用した製品の製造工程図（表）あるいは調理・

作業指示書が望ましい。 

なお、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００、ＦＳＳＣ２２０００やＪＦＳ（Ｂ規格以上）等

の食品衛生や食品安全に関する認証を取得している場合は、本判定指標 2.3.4を適合とし

てもよい。その他の認証の取り扱いについては別途定める。また、一次加工や再梱包等の

低次加工を施している事業者の場合は、該当の作業指示書を確認すること。 
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判定指標 2.3.5 

評価指標 2.3.5 A, C 及び D 

審査員は、認証水産物を使用した製品の商品仕様書や製品説明書を実際に確認する。認証

水産物の原料情報（魚種、調達先（国）、配合率）が明記されていることも確認すること。

また、実際の仕様書通りに加工・調理されていることも併せて確認し、配合変更等に際して

適切に修正が施され更新しているかも確認すること。 

なお、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００，ＦＳＳＣ２２０００やＪＦS（Ｂ規格以上）等

の食品衛生や食品安全に関する認証を取得している場合は、本判定指標 1.2.5を適合とし

てもよい。その他の認証の取り扱いについては別途定める。 

 

判定指標 2.3.6 

評価指標 2.3.6 A 及び B 

審査員は、ステークホルダーからの要請があった場合、内容が公正なものであれば、正確、

完全で改変がない記録の提示を行うことを手順書あるいはマニュアルに記載されているこ

とを確認する。 
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原則３．内部監査と是正処置 

＊シングルサイト申請者は任意とするが、認証基準 3.1に定める内部監査の仕組みおよび

認証基準 3.2に定める不適合に関する是正処置を実施できる仕組みを整えることが望まし

い。 

 

ＩＳＯにおける内部監査とは、第一者監査のことで、組織内の人員（他部門）あるいは外

部のコンサルタントによって実施されるものである。内部監査では規格の要求事項との適

合性や、マネジメントシステムの有効性の確認を行い、手順書や規定で決めた業務が計画通

り実効されているかを客観的に評価する。 

内部監査では、状況により適合、不適合の判定を行い、是正勧告を行う場合がある。ルー

ルなく業務を実施している場合や、モニタリング方法が不明確である場合は要求事項に従

った業務を行っていても不適合になる。 

是正処置とは、内部監査で見つけた不適合や実務上で出た不適合に対して再発防止策を

講じ、二度と同じ不適合が起きないようにすることである。ＰＤＣＡのチェック機能を自ら

持ち、適正に運用していくことこそが、認証水産物の加工や販売に携わる事業者に求められ

るのである。 

 

 

認証基準 3.1 ＣｏＣを適切に管理・運営する内部監査の仕組みを有していること。 

 

内部監査では、各現場（サイト）のＣｏＣ認証への適合を確実なものにしなければならな

い。本基準では、内部監査の適切な理解と実行のため、内部監査員の育成と力量の維持、内

部監査の内容について示している。また、後述の原則４．マルチサイトの要件にも同様の要

求事項があるので、併せて参考にしてほしい。 

3.1.1 申請者は、ＣｏＣの全ての段階で確実に実施していることを監査するための

内部監査者を１名以上配置しなければならない。内部監査者と管理責任者は

兼任してはならない。 

評価指標 Ａ 内部監査の手順及び組織全体のＣｏＣの手順を充分に把握した内部監査

者が存在していること。 

Ｂ 辞令や職責表等で、任命が組織上承認されているか。 

3.1.2 申請者は、内部監査を行うための手順を文書化していなければならない。当

該の文書には所定の事項を含めなければならない。 

評価指標 Ａ 内部監査の手順書あるいはマニュアル等が設定され、必要事項が含まれ

ていること。 

3.1.3 申請者は、認証有効期間を超えない範囲で内部監査者による定期的な内部監

https://activation-service.jp/iso/terms/3666
https://activation-service.jp/iso/terms/1537
https://activation-service.jp/iso/terms/1537
https://activation-service.jp/iso/terms/1546
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判定指標 3.1.1 

評価指標 3.1.1 A 及び B 

内部監査者は、監査の手順に加え、ＣｏＣ認証の要求事項を十分に理解していることが求

められる。内部監査の客観性を維持するために、内部監査者と管理責任者の兼任は認められ

ない。内部監査者への研修の場を設けているかも確認し、力量の維持に努めていることを確

認すること。実際の審査の際、内部監査者へのインタビューを実施することで力量が確認で

きる。 

 

判定指標 3.1.2 

評価指標 3.1.2 A 及び B 

内部監査を行うための手順書には下記３つの事項が含まれていなければならない。 

（１）認証水産物の仕入重量と出荷重量の検査 

入出荷した認証水産物の重量や数量を比較し、適正な加工を施していることを合理的

に説明ができること。 

入出荷量照合シート（加工場版）を使用して、認証水産物（非認証水産物でも可とする

場合もある）のサンプルを抽出し、商品仕様書と実際の重量を比較し、歩留率、添加率

が合理的に説明可能か否かを確認する。手順については、後述の付属書２を参照にする

こと。 

（２）トレーサビリティに関する検査 

無作為に抽出された入出荷伝票等から全ての段階を通り、認証水産物の供給源となっ

た認証漁業・養殖業まで履歴が遡れるかのチェックを行う。ＣｏＣ認証取得の事業者か

らの仕入の場合は、その限りではない。 

トレーサビリティチェックシートを使用して、認証水産物（非認証水産物でも可）のサ

ンプルを抽出し、工程毎に管理番号やロット番号等を介して記録やデータを確認し、原

材料とする認証水産物の入荷から製品として出荷されるまで履歴が途切れることがな

いかを確認する。手順については、後述の付属書３を参照にすること。 

（３）苦情処理やリコール・回収に係るシステムの確認 

苦情や回収に係る規程を有しているかを確認する。また、実際に実行された場合の対応

記録の確認を含めて、実効性のチェックを行う。苦情処理や回収に係る内部監査は、適

合の判定指標 1.2.5 及び 1.2.6 で示した手順及び様式に従うこと。審査員は、内部監

査員とのインタビューの際、内部監査の手順書を確認すること。 

査を実施し、その記録を適切に保管しなければならない。 

評価指標 Ａ 直近の内部監査が有効期間以内に手順書通りに実施されているか。その

監査記録が保管されていること。 

Ｂ 内部監査記録が保管されているか。 
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判定指標 3.1.3 

評価指標 3.1.3 A 及び B 

内部監査者による定期的な内部監査は、認証の有効期間内に実施することを求めている。

Ver.2.0 では１年以内の実施を求めていたが、ＧＳＳＩベンチマークツール（GSSI 

Benchmark Tool B.3.11）には、全てのサイトは認証の有効期間内に自己評価あるいは内部

監査を実施することが求められており、Ver.3.0から変更することとした。 

実際の内部監査の実施サイト等については、後述の認証基準 4.2 の要件に沿って実装し

てほしい。なお、内部監査の実施記録は、次の監査が実施されるまで保管しなければならな

い。 

 

 

認証基準 3.2 是正処置に係る内部監査の仕組みを有していること。 

 

内部監査では、各現場（サイト）のＣｏＣ認証への適合を確実なものにしなければならな

い。本基準では、内部監査の適切な理解と実行のため、内部監査者の育成と力量の維持、内

部監査の内容について示している。 

 

判定指標 3.2.1 

評価指標 3.2.1 A 及び B 

内部監査時に発見された不適合に関する報告書（内部監査者が作成し管理責任者に発信）

は、下記３つの事項が含まれていなければならない。 

3.2.1 内部監査により不適合事項が発見された場合、内部監査者は不適合の内容を

管理責任者に通知しなければならない。 

評価指標 Ａ 内部監査の手順書あるいはマニュアルに、不適合発見時の報告に関する

記述があるか。 

Ｂ 内部監査において、不適合があった場合、内部監査者から管理責任者に

文書により通知され、必要事項が記載されているか。 

3.2.2 管理責任者は、指摘された不適合事項に対し、是正手順を作成し、速やかに

処置を講じるとともに、内部監査者に是正措置結果を報告しなければならな

い。また、内部監査者は是正処置の完了を確認しなければならない。 

評価指標 Ａ 不適合に関する通知を受けた際の是正手順が策定されているか。 

Ｂ 当該報告書には必要事項が記載されているか。 

Ｃ 内部監査者は当該是正処置の完了を確認したか。 
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（１）不適合が指摘された日付 

（２）不適合の内容又はその原因 

（３）不適合にかかわった人員の特定 

審査員は、実際の不適合処置に関する記録を確認し、審査報告書にはその旨を記述するこ

と。不適合の発生がない場合は、「該当なし」と判定しても良いが、手順書等が用意されて

いることを所見に記述することが望ましい。 

 

判定指標 3.2.2 

評価指標 3.2.2 A 及び B 

内部監査時の発見された不適合に対する是正処置に関する報告書（管理責任者が作成し

内部管理者に発信）は、下記３つの事項が含まれていなければならない。 

（１）再発防止のための是正処置 

（２）是正処置が完了するまでの期限 

（３）是正措置が完了した日付 

審査員は、実際の発生した不適合の内容及び是正処置に関する記録を確認し、審査報告書

には記述すること。不適合の発生がない場合は、「該当なし」と判定しても良いが、手順書

等が用意されていることを所見に記述することが望ましい。 
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原則４．マルチサイトの要件 

 

 本原則では、複数のサイト（現場）が確実にＣｏＣを遵守することに責任を持つ申請者の

代表となる本部に求める要求事項と各サイトに求める要求事項を定める。 

マルチサイトは、全サイトが本部を代表とした同一の組織に所属する「マルチサイトＡ」

と、サイトが社外組織であり、本部とサイトが業務の請負元と請負先の関係である「マルチ

サイトＢ」に分けられる。 

申請者には、ＣｏＣに係る統制機能・内部監査機能を有していること、各サイトが仕分け・

トレーサビリティについて円滑に管理されていること、そして不適合を発見すれば是正す

る仕組みを求めている。 

 

 

認証基準 4.1 認証の区分がマルチサイトの場合、本部は適切なＣｏＣ管理体制を有して

いること。 

 

本基準では、マルチサイト認証を希望する申請者の要件を確認しなければならない。本部

とサイト（現場）との関係を契約書、組織図等で確認し、認証の構成がどのようになされて

いるのか適切に把握すること。 

 

判定指標 4.1.1 

評価指標 4.1.1 A 

申請者が、多数の支店・店舗、加工場・物流センター等を自ら直接運営・所有する事業者

である場合は、当該法人の適法性を定款等で確認し、また組織図等によりその組織形態を確

4.1.1 マルチサイトの申請者は所定の要件を満たし分類さなければならない。 

評価指標 Ａ 

 

組織上連結された多数の支店・店舗、加工場・物流センター等を所有す

る事業者、あるいはフランチャイズを経営する事業者、所有者又は経営

者であること（マルチサイトＡ）。もしくは、法的に独立した企業からな

るグループであるが、ＣｏＣ認証の取得を目的として互いに契約を交わ

した事業者のグループの代表となる事業者であるか、認証水産物を請負

加工する１つ以上の事業者と契約を交わした事業者であること（マルチ

サイトＢ）。 

4.1.2 マルチサイトＡの申請者は所定の要件を満たさなければならない。 

評価指標 Ａ 所定の要件（３つ）とその証拠資料を確認すること。 

4.1.3 マルチサイトＢの申請者は所定の要件を満たさなければならない。 

評価指標 Ａ 所定の要件（２つ）とその証拠資料を確認すること。 
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認する。申請者のサイトがそれぞれ法的に独立した組織であるが、ＣｏＣ認証の取得を目的

としてグループとして構成している場合には、それらの関係性を組織図や契約書等により

確認する。また、申請者が代表事業者として、サイトと請負加工契約を締結している場合に

は、契約書や組織図等を通じてその関係性を確認する。 

 

判定指標 4.1.2 

評価指標 4.1.2 A 

マルチサイトＡの所定の要件とは下記３つである。 

（１）全てのサイトは、本部である事業者に属している組織であることあるいは連結関

係であること。連結とは企業会計上の親会社（申請者）の子会社もしくは関連会社にあ

たるという意味である。 

（２）全てのサイトは、共通の仕分け及びトレーサビリティ関する管理システムを用い、

それぞれ文書化されていること。 

（３）全てのサイトは、本部によって常に管理され、内部監査されていること。 

中小小売商業振興法等該当する法律に則った組織であるか否かを確認し、また本部に

よる実効性のある管理システムが整備され、全サイト共通のＣｏＣ手順書あるいはマニ

ュアル等が設定されていることを、文書及び担当者による説明で確認する。 

 

判定指標 4.1.3 

評価指標 4.1.3 A 

マルチサイトＢの所定の要件とは下記２つである。 

（１）全てのサイトは、本部である事業者とは異なる組織であり、請負加工や委託加工

等の法的な契約関係を交わしていること。 

（２）本部は、全てのサイトの仕分け及びトレーサビリティに関する管理システムが、

本規格の該当する要求事項に適合することを、内部監査及び認証機関による審査によっ

て確実にしていること。 

グループを形成する全サイトとの間で適法な契約がなされているか否かを確認し、また

本部により策定された全サイト共通のＣｏＣ手順書あるいはマニュアル等が、全サイトで

共有されていることを文書及び担当者による説明で確認する。 

 

 

認証基準 4.2 認証の区分がマルチサイトの場合、本部は適切なＣｏＣ管理体制を有して

いること。 

 

 



25 

 

4.2.1 マルチサイト申請者は、全てのサイトを統括する管理責任者及び内部監査者

の２名以上からなる本部を設置していなければならない。 

評価指標 Ａ 管理責任者と内部監査者の２名以上からなる本部が適切に設置されてい

るか。 

Ｂ 辞令や職責表等で、任命が組織上承認されているか。 

4.2.2 管理責任者は、全てのサイトに適用可能な、本規格本文の「原則１. 申請者

の社会的資格と責任」に適合した管理体制を確立していなければならない。 

評価指標 Ａ 所定の要件が含まれ、実効性のあるＣｏＣの手順書が存在すること。 

（所定の用件は解説文を参照のこと） 

4.2.3 管理責任者は、全てのサイトにＣｏＣに関する手順書を提供し、本規格本文

の「原則２．水産物の識別、適切な仕分けとトレーサビリティ」に関する要

件を満たす体制を有していなければならない。また、必要と認められる場合

は、サイト管理者に対して適切な研修を実施しなければならない。 

評価指標 Ａ サイトにおいて、当該サイトの仕分け及びトレーサビリティに関する手

順書あるいはマニュアルが保管されているか。 

Ｂ サイト管理者は前項の手順書等を理解しているか。 

Ｃ サイト管理者に対する研修の実施状況（該当する場合） 

4.2.4 管理責任者は、全てのサイトにロゴマーク使用管理に関する理解を深める体

制を有し、確実に実施しなければならない。 

評価指標 Ａ サイトに対して、ロゴマーク使用管理に関する理解を促進する仕組みを

有するか。 

Ｂ サイトにおいて、ロゴマーク使用管理に関する理解が定着しているか。 

4.2.5 本部は、認証範囲に含まれる全てのサイトのリスト（登録簿）を作成し管理

しなければならない。リスト(登録簿)には所定の５つの項目が含まれていな

ければならない。 

評価指標 Ａ 全サイトの登録簿に（１）～（５）の要件が記載されているか、リスト

類が適切に管理されているかを確認する。 

Ｂ サイト情報が変更する都度、リスト類は適切に変更されているか。 

4.2.6 内部監査者は、全てのサイトに適用可能で、「原則３．内部監査と是正処置」

の要件に適合した内部監査及び是正処置を実施する体制を確立しなければな

らない。 

評価指標 Ａ サイトに対する内部監査及び是正処置を実施する体制はあるか。 

Ｂ 内部監査の実施経験がある場合は、適切に実施されているか。 

4.2.7 内部監査者は、内部監査の手順書に、原則３．内部監査と是正処置」に定め

る事項の他に下記を含めなければならない。 
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（１）認証範囲に含まれる全てのサイトの定期的な内部監査のスケジュール 

（２）サイトの追加や認証範囲を拡大する場合は、新しいサイトにおけるＣ

ｏＣの手順を事前に確認する。 

評価指標 Ａ ＣｏＣ手順書に当該２項目が記載されているか。 

4.2.8 内部監査において不適合事項が発見された場合、管理責任者は、当該サイト

のサイト管理責任者とともに是正処置を行わなければならない。 

また、不適合が１つのサイトにおいて発見された場合、管理責任者は、その

他のサイトで当該の不適合による影響があるかどうかを調査しなければなら

ない。全サイトに影響があると判断された場合は、是正処置を全てのサイト

で行わなければならない。 

内部監査者は、その是正処置の完了を確認しなければならない。 

評価指標 Ａ 内部監査において該当する事案が発生した場合、管理責任者がサイトの

サイト管理責任者とともに、適切に是正処置を遂行したか。 

Ｂ 管理責任者は、当該不適合事項が他のサイトに与える影響についての調

査を行い、他のサイトに影響があると判断した場合は、その是正手順を

全サイトに通知をし、是正を実施させていること。他のサイトには影響

がないと判断した場合は、その判断根拠が記録されていること。 

Ｃ 内部監査者は全サイトに影響があると判断された場合、全サイトで是正

処置が完了したことを文書によって確認していること。 

4.2.9 本部は、基準 1.3.1 で定める変更が、いずれかのサイトで発生した場合、そ

の旨を認証機関に通知しなければならない。 

また、基準 1.3.2 で定める変更を、いずれかのサイトで行う場合、事前に認

証機関に承認を受けなければならない。 

評価指標 Ａ 本部は、本規格の本文 1.3.1（仕入）で定める変更が、いずれかのサイト

で発生した場合、その旨を認証機関に通知しているか。 

Ｂ 本部は、本規格の本文 1.3.2（認証範囲）で定める変更を、いずれかのサ

イトで発生した場合、変更を行う前に認証機関に承認を受けているか。 

4.2.10 新たなサイトを認証の構成に追加登録する場合、本部は登録後３０営業日以

内に、その旨を認証機関に通知しなければならない。 

本部は、新たに登録されるサイトが、申請者あるは既存のサイトと共通の仕

分け、トレーサビリティ及びロゴマークに関する管理システムを運用してお

り、ＣｏＣ認証の要求事項に対して重大な不適合がないことを確認しなけれ

ばならない。 

また、登録サイトを削除する場合、本部は削除後３０営業日以内に、その旨

を認証機関に通知しなければならない。 

評価指標 Ａ 新たなサイトを認証範囲に追加登録する場合は、登録後３０営業日以内
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判定指標 4.2.1 

評価指標 4.2.1 A 及び B 

本指標は、マルチサイト認証における管理責任者と内部管理者の配置の確認を求めたも

のであるが、判定指標 1.2.2 及び 3.1.1 の適合により本判定指標への適合と判断すること

ができる。 

 

判定指標 4.2.2 

評価指標 4.2.2 A 

マルチサイトＡの所定の要件とは下記３つである。 

（１）組織体制、各担当者の責任・権限 

（２）認証水産物のフロー図 

（３）認証水産物と非認証水産物の仕分け方法 

 

 

に、本部から認証機関に通知がなされていること。 

Ｂ 追加されたサイトにおいて、申請者と共通のＣｏＣの手順、仕分け及び

トレーサビリティの管理について、十分な理解の上で実施されており、

ＣｏＣ認証の要求事項に対して重大な不適合がないこと。 

Ｃ 追加されたサイトに対して追加登録前に事前審査が実施されているこ

と。 

Ｄ 登録サイトを削除する場合は、削除後３０営業日以内に、本部から認証

機関に通知がなされていること。 

4.2.11 （マルチサイトＢの本部のみ対象） 

本部は、認証水産物を取り扱う全てのサイトと業務委託契約を交わしており、

所定の２項目を含まなければならない。（所定項目は解説文を参照のこと） 

評価指標 Ａ 各サイトにおいて、当該サイトの仕分け及びトレーサビリティに関する

手順書あるいはマニュアルが保管されているか。 

Ｂ サイト管理者に対して前項の手順書等への理解がなされているか。 

Ｃ サイト管理責任者に対する研修の実施状況（該当する場合） 

4.2.12 本部はサイトで加工、搬送、仕分け、梱包・再梱包、販売等がなされた認証

水産物に関して、所定の３項目を含む記録を保持しなければならない。ただ

し、リテール用の対象となる本部は、サイトで加工・調理された認証水産物

に関して、所定の２項目を含む記録を保持しなければならない。（所定項目は

解説文を参照のこと） 

評価指標 Ａ 所定の記録が本部に保持されているか。 
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マルチサイトＢの所定の要件とは下記２つである。 

（１）法的な契約関係 

（２）全てのサイトの仕分け及びトレーサビリティに関する管理システム 

本評価指標は、マルチサイト認証における管理体制の確認を求めたものであるが、判定指

標 1.2.3（組織体制）、2.2.2（仕分け方法）、2.3.4（製造工程）への適合により本評価指標

を適合と判断することができる。 

 

判定指標 4.2.3 

評価指標 4.2.3 A, B 及び C 

本指標は、サイト現場を直接担当するサイト管理者のＣｏＣに対する理解度を確認する

ことを求めるものである。判定指標 2.2.2（仕分け手順書）及び 2.3.3（トレーサビリティ

手順書）で求められる手順書等がサイトへ共有されていることを現場審査で確認すること。 

なお、申請者には判定指標 1.2.7（従業員への教育）でＣｏＣを教育する場の提供を求め

ているが、サイト現場レベルで理解不足が見られるようであれば、改善を促すこと。その程

度によって、「条件付き適合」あるいは「観察事項」として判定しても良い。 

 

判定指標 4.2.4 

評価指標 4.2.4 A 及び B 

本指標は、判定指標 1.2.9（ロゴマーク使用管理）について、サイトに理解を促進する体

制を有しているかを確認するものである。サイト現場でロゴマークを付した包材、ラベル、

資材を取り扱い場面が多く、不正使用や誤表示等が発生しないよう、現場担当者への意識を

促すことが肝要である。ＣｏＣ手順書やマニュアル等に付属書として添付したり、回覧文書

や小冊子を作成し、サイトに配付することも有用である。 

なお、サイト現場レベルで理解不足が見られるようであれば、改善を促すこと。その程度

によって、「条件付き適合」あるいは「観察事項」として判定しても良い。 

 

判定指標 4.2.5 

評価指標 4.2.5 A 及び B 

本部に求めるリスト（登録簿）には下記項目が含まれていること。 

（１）サイトの名前 

（２）住所 

（３）連絡担当者の氏名・連絡先 

（４）認証水産物の品名 

（５）過去の内部監査の日付と結果 

リストは常に更新され最新の状態で保管されているか確認すること。 
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判定指標 4.2.6 

評価指標 4.2.6 A 

本評価指標は、マルチサイト認証における内部監査及び是正処置の仕組みへの確認を求

めたものであるが、判定指標 3.1.2（内部監査の手順）及び 3.2.1（是正処置の手順）で策

定を求められる手順書等にサイトへの適用の記述があることが望ましい。 

また、申請者が過去内部監査を行っていれば、実施記録を必ず確認すること。事前に申請

者には、無作為に選んで記録を確認することを伝える。サンプルの数は特に定めなくても良

い。 

 

判定指標 4.2.7 

評価指標 4.2.7 A, B 及び C 

内部監査者は、対象サイトにおける内部監査のスケジュール管理をしなければならない。

判定指標 3.1.3（内部監査の実施）で定められている通り、各サイトは認証有効期間（Ｃｏ

Ｃの場合は３年間）内に最低１回の実施を求められる。 

また、新しいサイトが追加又は認証範囲（魚種・業務・構成）が拡大する場合の内部監査

者による事前審査を求めている。Ver.2.0では現場での内部監査を必須としていたが、新規

格（Ver.3.0）では審査の方法は任意とする。例えば、書類上の調査、オンラインによるヒ

アリングでも良い。 

 

判定指標 4.2.8 

評価指標 4.2.8 A, B 及び C 

本評価指標は、内部監査において不適合事項が発見された場合の是正処置に係る手順を

示したものである。審査員は、管理責任者が行う処置、特に他サイトへの影響の可能性に関

して適切な判断、対処の確認を求める。なお、是正処置の終了は内部監査者による是正処置

完了の確認を以って終了することとする。 

なお、不適合の発生がない場合は、手順書の確認を行った後、「該当なし」と判定しても

良い。 

 

判定指標 4.2.9 

評価指標 4.2.9 A, B 及び C 

本評価指標は、サイトにおいて認証水産物の仕入情報及び認証の業務の変更が発生した

場合の本部（管理責任者）に求められる要件である。仕入の変更情報は３０日以内と設定さ

れているが、遅れた場合はその理由を確認すること。 

 

判定指標 4.2.10 

評価指標 4.2.10 A, B 及び C 
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本評価指標は、サイトが新たに追加される場合に申請者に求める要件である。審査員は、

認証機関にサイト情報を通知しているか、新サイトにおいてＣｏＣは十分理解されている

か、本部による事前審査は適切に行われているかを確認すること。新サイト追加の全体への

影響度（例 認証水産物の物量が大きく増える、新たな販売先が増える）によって臨時審査

の実施あるいは年次審査に合わせて拡大審査を行うかを合理的に判断すること。新サイト

は年次審査の現地審査に含め、サイト現場で実際に事情を把握することが望ましい。 

 

評価指標 4.2.10 D 

本評価指標は、サイトが削除される場合に確認すべき要求事項である。追加と比して削除

の連絡が遅れやすい傾向にあるので、申請者には的確に説明すること。 

 

判定指標 4.2.11 

本判定指標は、マルチサイトＢに該当する場合のみ適用するものであり、判定指標 4.1.3

の要求事項に加え、組織外に属するサイトとの関係性と本部の統制力を確認するものであ

る。 

評価指標 4.2.11 A 及び B 

本部とサイト（マルチサイトＢ）間での業務委託契約には下記２項目が含まれていること

を確認する。 

（１）サイトは、全ての段階において本規格の「原則２．水産物の識別、適切な仕分け

とトレーサビリティ」の要件を満たす管理する体制を有していること。 

（２）サイトは、要請に応じて、ＭＥＬ協議会、認証機関又は認定機関の敷地内への立

ち入り及び認証水産物に関する記録へのアクセスを許可すること。 

実際の現地審査では直接訪問し、外部サイトの経営者あるいはＣｏＣ運営の責任者との

インタビューを必ず織り込み、ＣｏＣへの認識や理解を確認することが望ましい。 

なお、サイト管理責任者に対する研修とは、物理的な研修教育の実施ではなく、定期的な

ＣｏＣ手順書あるいはマニュアルの読み合わせ、内部監査や定期審査への同席でも良い。 

 

判定指標 4.2.12 

評価指標 4.2.12 A 

本部が保持する記録には下記３項目が含まれていること。 

（１）仕入重量あるいは数量と水産物の詳細 

（２）出荷重量あるいは数量と水産物の詳細 

（３）仕入日、出荷日 

本部は、定期的にサイトからデータベースで上記情報を入手していることを確認する。管

理責任者が適切に説明できることも併せて確認すること。 
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認証基準 4.3 認証の対象区分がマルチサイトとなる場合、各サイトは適切なＣｏＣ管理

体制を有していること。（マルチサイトＡ及びＢ共通の要件） 

 

 

判定指標 4.3.1 

評価指標 4.3.1 A 及び B 

本指標は、本部（管理責任者）と種々連絡を行うサイトの管理責任者の配置を求めるもの

4.3.1 各サイトはサイト内のＣｏＣを実施し、本部と連絡を行うサイト管理責任者

を配置しなければならない。なお、サイト管理責任者が管掌するサイト数は

複数でも良いが、その決定方法には合理的な理由が必要である。 

評価指標 Ａ サイト管理責任者が配置されているか。 

Ｂ サイト管理責任者の管轄サイトはどこかを確認すること。 

4.3.2 サイト管理責任者は、本部の管理責任者の指示に従い、当該のサイトにおけ

る仕分け、トレーサビリティ、ロゴマークの管理を実行・維持しなければな

らない。 

評価指標 Ａ サイト管理責任者が、当該のサイトの仕分け及びトレーサビリティに関

する管理体制について十分に理解しているか。 

Ｂ サイト管理責任者が、前項の管理を実際に実行しているか。 

4.3.3 サイト管理責任者は、内部監査において不適合事項が発見された場合、本部

の管理責任者とともに、「原則３ 内部監査と是正処置」に定める手順に従っ

て是正処置を行わなければならない。内部監査者は是正処置の完了を確認し

なければならない。 

評価指標 Ａ 内部監査において該当する事案が発生した場合、サイト管理責任者は、

本部（管理責任者）が策定した是正手順に則り、ともに是正処置を行っ

ているか。 

Ｂ 是正処置終了後は、サイト管理責任者は、内部監査者による是正処置の

完了の確認を受けているか。 

4.3.4 （マルチサイトＢのサイトのみ対象） 

各サイトは、本規格の判定基準 4.2.3で定められたＣｏＣの手順書あるいは

マニュアルを理解し保管しなければならない。 

評価指標 Ａ 各サイトにＣｏＣに関する組織体制が構築され、書面に記されているか。 

Ｂ 各サイトの組織体制及び担当者の責任・権限について、規定された文書

が存在するか。 

Ｃ 手順及び認証水産物のフローについて、確立されマニュアル等が存在す

るか。 
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である。Ver.2.0ではサイト毎に管理責任者を配置していたが、Ver.3.0では、管理運営上

の負担を考慮して、複数のサイトをまとめて管掌することを承認することとした。その際、

サイト数、業務内容、物理的な距離等を考慮して人選することが望ましい。 

なお、審査員はサイト管理者の氏名、所属及び管掌サイト名を確認すること。 

 

判定指標 4.3.2 

評価指標 4.3.2 A 及び B 

本評価指標は、サイト管理責任者のＣｏＣについての理解と実効性への確認を求めるも

のである。抽出されたサイトでの現地審査の際、当該のサイト管理責任者へのインタビュー

を通じて、本人の理解レベルや実効性を確認すること。理解不足と感じた場合は、研修や教

育の場の提供を本部の管理責任者に求め、全体のレベル向上を促すことが望まれる。 

 

判定指標 4.3.3 

評価指標 4.3.3 A 及び B 

本評価指標は、内部監査において不適合事項が発見された場合のサイト管理責任者とし

て是正処置に係る手順を示したものである。なお、是正処置の終了は内部監査者による是正

処置完了と合わせてサイト管理責任者にも周知していることを確認すること。 

なお、申請者が不適合の発生がない場合は、手順書の確認を行った後、「該当なし」と判

定しても良い。 

 

判定指標 4.3.4 

評価指標 4.3.4 A, B 及び C 

本評価指標は、サイト（マルチサイトＢ）のＣｏＣについての理解と実際の実効性への確

認を求めるものである。判定指標 4.2.3 は主に内部管理におけるサイト管理責任者に対す

る要件であるが、本判定指標・評価指標は外部サイトの理解レベルと実行力を確認するもの

である。 

本部が作成した手順書あるいはマニュアルがサイトにおいても保管されているかを確認

し、かつ下記２項目が反映されているかも併せて確認すること。 

（１）サイト管理責任者と管掌サイト名 

（２）その他必要な追加情報（製造工程図） 

了 



33 

 

付属書１―１ ＭＥＬ流通加工段階認証の対象・区分・範囲・構成に係る指針 

 

本書記載の認証の決定方法について、以下の指針を設定する。なお、認証の対象、認証

の区分、認証の範囲及び認証の構成等の用語の定義は、規格本文に則る。 

 

１．認証の対象 

（１）認証の対象 

本規格による認証の対象は、食品衛生法に沿って営業許可を受けている卸売業、水産加

工業、小売業、飲食業とする。該当する営業許可がない場合は、地方自治体等に提出する

営業届出書や定款の記載内容を確認し、認証の対象となりえることを確認する。国外の場

合は、当該国の関係法令に準拠して適法に行われる事業者とする。 

（２）認証取得の要否 

ＣｏＣ認証の取得要否は、商流（所有権の移転）および物流への関与の有無により判断

される。たとえば、事業者が商流に関与せず、最小単位である梱包済みの認証水産物を開

封することなく、運送や保管のみを行う場合は、ＣｏＣ認証の取得は不要である。 

また、サプライチェーン上で商流に関与している場合であっても、当該事業者が認証水

産物の物流に一切関与していないことが明らかな場合は、認証の対象外とみなされる。こ

れには、伝票上の帳合や取引決済の代行のみを行う商社・ブローカー、あるいはオンライ

ンプラットフォームの提供者などが該当する。さらに、申請者が買参権を有しない産地市

場から認証水産物を調達する際の入札代行の取扱いに関して、当該入札代行者及び当該産

地市場の管理体制、ならびに実際の伝票等により、生産段階からの認証水産物のトレーサ

ビリティが確実にされる場合に限り、認証機関は申請者の仕入れ先としてＣｏＣ認証を有

しない入札代行者の介在を認めてもよい。 

一方、認証水産物やその製品に対して製造物責任を負う立場にある事業者は、ＣｏＣ認

証の取得が必要である。これは、当該水産物や製品にブランドを付し、その販売責任を有

するメーカーやプライベートブランドのブランドオーナーなどが該当する。 

なお、サプライチェーン上における各事業者の認証取得の要否については、付属書 1-2

「認証取得要否フローチャート」を参照すること。 

 

２．認証の区分 

本規格における認証の区分は、サイトの構成、本部と各サイトの関係性から、以下の通

りとする。 

（１）シングルサイト 

認証水産物を扱いサイトが１つである事業者 

（２）マルチサイトＡ 

認証水産物を扱うサイトが複数ある事業者で、認証代表者（本部）及び各サイトが同一
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の組織体に属している場合。本社と支店、直営の加工場、加工センター等の関係がこれに

あたる。 

（３）マルチサイトＢ 

認証水産物を扱うサイトが複数ある事業者で、認証代表者（本部）及び各サイトが当該

事業の請負関係の場合。認証代表者と請負先の関係がこれにあたる。 

 

３．認証の範囲 

本規格のおける認証の範囲は、取り扱う認証魚種（対象魚種）、申請者の業種（流通・

加工の分類）及び認証の構成（サイト）によって決定される。申請者の業種は、流通及び

加工で決定する。本規格における認証の範囲は、以下の通りとする。 

（１）認証魚種 

 申請者が実際に取り扱う魚種を示す。（ブリ、マダイ、カツオ、ホタテ、ワカメ等） 

（２）認証業種 

 流通・加工段階の分類 

（イ）保管 

（ロ）梱包・再梱包 

（ハ）卸 

（二）一次加工（水産原料調達からの工程） 

内臓処理、尾頭・鱗除去、加水等の処理加工を行うこと。なお、鮮魚活〆、単純洗

浄、殻剥き、単純冷却はＣｏＣの加工には属さない。 

（ホ）二次加工（一次加工からの工程） 

フィーレ、切り身、ロイン、作切り、刺身、開き等へ加工すること。スリミ、魚

粉、フレークへの加工も含まれる。 

（ヘ）高次加工 

他の副原料、調味料、バッター衣等他の副材の添加、惣菜パック等の製造、焼成・

加熱調理、スモーク、冷凍食品、常温食品の生産等の加工を行うこと。 

（ト）最終加工 

消費者への提供に向け、小売業の店内（鮮魚売場、惣菜売場）、飲食業の厨房、中

食ベンダー等で調理加工すること。 

（チ）販売（小売・オンライン店舗等） 

（リ）外食 

 

４．認証の構成 

本規格における認証の構成は、シングルサイトの事業者名あるいはマルチサイトを構成

する構成員で、本部名及び各サイト名を指す。また、加工や梱包業務を委託す請負契約関

係にある事業者も構成員の対象となる。 
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上記、認証の対象、認証の区分、認証の範囲（魚種・業種）、認証の構成（サイトリス

ト）は、審査報告書、認証証書等に必ず明記し、変更が発生した場合は、本規格の本文に

記載されている所定の手続きに沿って対応し、常に最新の状態にしておかなければならな

い。  
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付属書１―２ ＭＥＬ流通加工段階認証の取得要否フローチャート 

 

認証水産物
を取り扱っている

・マテハン工程を有する
（小分け、開封・再梱包）
・マテハンはないが、物理
的に水産物を取り扱う

包装された認証水産物
を取り扱っている

不 要 必 要

加工工程を有する
（一次・二次・高次・

最終加工）

認証水産物の商流（取
引）に関与している
（所有権の移転）

対象認証水産物のブラ
ンドオーナーである

認証水産物の商流（取
引）に関与している
（所有権の移転）

製造・物流現場で物理
的に認証水産物を取り

扱っている

コンシューマーパック 水産原料

YES YES

YESYES

YES YES

NO

NO NO

加工場
リテール卸売

水
産
物
・
製
品

商
流
へ
の
関
与

物
流
・
加
工
へ
の
関
与

対象外

NO NO

NO
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付属書２－１ 入出荷量照合チェックについて（判定指標 2.2.2, 2.3.2） 

 

１．目的 

入出荷量照合の目的は、流通・加工の過程において非認証水産物が混入するリスクがない

ことを確認することである。申請者が採用する非認証水産物の混在防止の手法・手順につい

ては、申請書提出時に認証機関が書面で確認しているが、現地審査においては、それらの適

合性を実地で確認する。 

 

２．使用する審査シート 

入出荷量照合は、付属書２－２の「入出荷量照合シート」を使用して実施する。 

 

３．照合手順 

シートを活用した照合手順は、以下のとおりである。 

（１）手順１ 

① シートの上段の「重量照合表」に必要な情報を記入する。対象となる水産物から、加

工方法、梱包・再梱包方法ごとに、必要な数のサンプルを抽出する。 

② 「原料」欄において、各サンプルについて、認証水産物原料の在庫、仕入（投入）の

実重量または実数量を、実測値または伝票等の記録に基づいて記入する。 

③ 「製品」欄においても同様に、認証水産物原料の在庫、仕入（投入）の実重量または

実数量を、実測値または伝票等の記録に基づいて記入する。なお、出荷量は認証品と非

認証品に区分して記載すること。 

④ 「予算」欄においては、商品仕様書や製造指示書に記載された原料の歩留率および配

合表（主原料・副原料・添加物の配合比）も確認し、予算上の理論重量を算出する。 

⑤ 前述の数値を基づいて、在庫の妥当性および混在性リスクの確認を行う。 

（２）手順２ 

① 手順 1で得られた数値をもとに、シート下段の「確認事項記入欄」を使用し、各確認

事項の適合性を評価する。これにより、対象水産物に非認証水産物が混入している可能

性の有無を判断する。 

② 「結果の考察」欄には、各確認事項の結果のみならず、その結果に至った理由を記載

する。問題が確認された場合は、その内容、要因および是正処置の方法についても記載

すること。 

 

４．その他留意事項 

その他留意すべき事項は以下のとおりである。 

・対象となる水産物は、認証取得済みの水産物であることが望ましい。必要なサンプル

の数を満たさない場合は、入荷日や仕様の異なる製品で代替すること。 
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・初回審査や認証水産物の取り扱い実績がない場合は、適切に水産物を選定し、テスト

を実施すること。 

・現場での照合作業は、事業活動への支障を最小限に抑えるよう、時間帯等を調整して

行うこと。 

・サイトにおいて計量を行う場合は、必要な機材が準備されているか事前に確認するこ

と。 

・計量手段がない場合は、直近の入出荷に関する伝票や、オートパッカー等の自動計量

機器の記録データを用いて照合を行う。この場合、審査前に当該データの提出を求める

可能性があるため、サイト側と事前に提出可否について調整しておくこと。 
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付属書２－２ 入出荷照合量チェックシート（ひな形） 

 

（１）重量照合表　

サンプル1 サンプル2 サンプル3 サンプル4

魚種

加工工程

単位

ロット番号

開始日の原料在庫（＝期首原料在庫） A

期間内に購入もしくは仕入れた量（＝原料入荷量） B

期間内に加工された量（＝原料使用量）　　　　　　　　　　　※記録 C

期間内に加工せず出荷した量（未加工出荷量） D

終了日の原料在庫（＝期末原料在庫）　　　　　　　　　　　　※現物（または記録） E

開始日の製品の在庫（＝期首製品在庫） F

期間内に生産された製品量（＝製品生産量）　　　　　　　　　※記録 G

認証水産物として、出荷した製品量（＝認証製品出荷量）　　　※記録 H

非認証水産物として、出荷した製品量（＝非認証製品出荷量）　※記録 I

　製品出荷量合計（＝H＋I） J

終了日の製品在庫（＝期末製品在庫）　　　　　　　　　　　　※現物（または記録） K

原料重量から減少分（骨除去、トリミング、解凍等）を除いた割合（＝歩留り）　　※理論値 L

生産工程の重量増加分（副原料、添加物、加水等）の割合（＝主原料以外の添加率）※理論値 M

計算上の製品生産量（＝原料重量C×歩留りL×(1＋添加率M)）　　　　　　　　　※理論値 N

【手順2】上記照合表に記入した数値をもとに、以下の「確認事項」が妥当であることを検証の上、結果及び結果の考察を記入すること

（２）確認事項記入欄

妥当

【手順１】照合表内の空欄にデータ及びデータに基づいた結果を記入する（加工工程、サンプル数が増加した場合は縦横欄を適宜追加、サンプリング数は所定の方法で行うこと）

　照合開始月日及び照合終了月日：　　〇〇年〇○月〇○日　～　〇〇年〇○月〇○日

原

料

製

品

各工程（原料・製品・予算）

予

算

①【原料在庫妥当性】

　E=(A+B)-(C+D)となっていること。

②【製品在庫妥当性】

　K=(F+G)-Jとなっていること。

③【加工製品への非認証製品の混在性】

　G（実測値）とN（理論値）が妥当な近似であること、またはG（実測値）≦N（理論値）が成立していること。

結果の考察

（左欄の結果の根拠について、合理的理由を明記入すること）
確認事項

①【データ取得性】

　照合表内のデータが全て記入されていること。

②【比率の妥当性】

　歩留り・添加率（主副他）の設定が合理的であること。

③【その他】

　上記に他に特筆すべき事項があれば記載すること。

評価

（妥当・不可を記載）
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付属書３－１ トレーサビリティチェックについて（判定指標 2.3.3） 

 

１．目的 

トレーサビリティチェックの目的は、非認証水産物の混入リスクの把握や、リコール・回

収といった信頼性に関わる事象の発生に備えるため、認証水産物原料の入荷から加工・出荷

までの流れを追跡できる体制が構築されているかを確認することである。あわせて、認証水

産物の入荷時に非認証水産物が混在しないよう管理されているかについても確認する必要

がある。 

申請書提出時に認証機関が書面にて確認しているが、現地審査においては、それらの適合

性を実地で確認する。 

 

２．使用する審査シート： 

トレーサビリティの照合は、付属書３－２の「トレーサビリティチェックシート」を使用

して実施する。 

 

３．チェック手順： 

シートを活用した照合手順は、以下のとおりである。 

（１）手順１ 

① シート上段の「トレーサビリティチェック表」に情報を記入する。対象となる水産物

について、加工方法や梱包・再梱包方法ごとに、必要な数のサンプルを抽出する。 

② 出荷対象の水産物に付されたロット番号をもとに、加工・梱包・出荷の各工程を遡っ

て、原料の入荷先までたどる。この際、各工程においてロット番号が正確に引き継がれ

ているかを確認し、その内容を記録する。ロット番号は、ＪＡＮコード、バッチコード

などを代用しても良い。 

（２）手順２  

① 手順 1で得られた情報と記録に基づき、シート下段の「確認事項記入欄」を使用して、

各項目の適合性を評価する。これにより、全体としてトレーサビリティ管理が適正に行

われているかを判断する。 

② 各確認事項の評価結果に加え、その評価に至った根拠を具体的に記載する。問題が確

認された場合は、その内容や原因、さらに講じた是正処置についても記載すること。 

 

４．その他留意事項： 

その他留意事項は以下のとおりである。 

・対象となる水産物は、認証取得済みの水産物であることが望ましい。必要なサンプル

の数を満たさない場合は、入荷日や仕様の異なる製品で代替すること。 

・初回審査や認証水産物の取り扱い実績がない場合は、適切に水産物を選定し、テスト
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を実施すること。 

・現場での照合作業は、事業活動への支障を最小限に抑えるよう、時間帯等を調整して

行うこと。 

・トレーサビリティーシステムの運営に関する手順書や記録の確認、担当者へのインタビ

ュー等も必要に応じて実施する。その際は、事前にサイト側と十分に調整を行うこと。
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付属書３－２ トレーサビリティチェックシート（ひな形） 
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付属書４ リスク評価について 

 

本付属書は、審査の実施前に下記質問票・スコア表に基づき、申請者のＣｏＣ認証に

係るリスクを評価する。本評価の対象は、認証事業者単位とし、マルチサイトの場合は

本部で一括評価することとする。 

 

表１ リスク評価のための質問票・スコア表 
 

番号 質問 ポイント 得点 

１ 任意のサイトにおいて、同時に扱う認証水産物の魚種の数は？ 

（物理的に水産物を扱わない場合は「０」で良い） 

２種類以上 ３  

１種類 １  

２ 任意のサイトにおいて、認証水産物と同じ魚種あるいは見た目が類似する非認証水産の魚種を

同時に扱っているか？（商社やブローカーにように、実際に水産物を扱わない場合は「いい

え」で良い） 

は い ４  

いいえ １  

３ 申請者のサイトで、直近の審査において、１つ以上の不適合があった。 

（初回審査の場合は「いいえ」で良い） 

は い ５  

いいえ １  

４ 申請者の組織は、３つ以上の物理的に離れたサイトにおいて認証水産物を扱っている。 

（商社やブローカーにように、実際に水産物を扱わない場合は「いいえ」で良い） 

は い ３  

いいえ １  

５ 申請者の組織は、認証水産物に申請者のサイト内で、ラベル、サインなどを付けて、非認証水

産物と識別を行っている。 

は い -１  

いいえ ３  

６ マルチサイト申請者は、全ての認証水産物の仕入量と出荷量を管理する電子化されたシステム

を持っている。 

は い -１  

いいえ １  

７ 申請者は、入出荷量照合チェックとトレーサビリティチェックを実行している。 

は い -２  
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いいえ １  

８ シングルサイト申請者を含み、内部監査をＣｏＣ認証規格の「原則３．内部監査と是正処置」

の手順に従って実施している。 

は い – 毎年度 -２  

は い - 認証有効期間内 ０  

いいえ １  

９ 申請者は、その他の認証スキームあるいは食品安全の規格を有しているか。 

いいえ ０  

は い - ＧＳＳＩ承認の認証スキーム -１  

は い - ＨＡＣＣＰ, ＩＳＯ９００１，ＩＳＯ２２０００やＪＦＳ

（Ｂ規格以上）あるいはＧＦＳＩ承認の規格 

-２  

合 計  

 

表２ リスクレベル・リスク評価のための質問票・スコア表 
 

申請者のスコア リスクレベル 審査レベル 年次審査の頻度 

０ 以下 低リスク-Ａ 標準審査工数×０．５ １８か月に１回 

１―６ 低リスク-Ｂ 標準審査工数×０．６３ １８か月に１回 

７－１４ 中リスク 標準審査工数 １２か月に１回 

１５－２０ 高リスク 標準審査工数×１．２５ ８か月に１回 
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付属書５ 審査における工程数、サンプル
．．．．

サイズ
．．．

、サンプル
．．．．

の
．
数
．
に係る指針 

 

審査工数の考え方及びリスク評価結果に基づく審査の進め方について、以下の指針を設

定する。実際の審査計画や実施内容等については、「流通加工段階認証規格に基づいて認

証を行う機関に対する要求事項 Ver.3.0」を参照にしてほしい。 

 

１．標準審査工数 

ＩＳＯ１７０２１（マネジメントシステム認証機関）によれば、審査工数とは、申請者

に対して完全かつ有効な審査を計画し達成するために必要な時間と定められている。Ｃｏ

Ｃ認証における標準審査工数は、シングルサイトの事業者が基本で、その対象は、マルチ

サイト認証の場合は本部、審査は初回審査である。 

以上を受けて、標準審査工数は８時間（休憩・昼食を除く）とし、実際の審査内容の設

計及び実施は要求事項の記述を参考とすること。 

 

２．サイトの審査工数 

マルチサイト認証の場合、認証を構成するサイトを選択して審査の対象としなければな

らない。本部での審査と異なり、審査項目が「原則４」主体で限定的となるため、短時間

での実施が可能である。業態別のサイトの審査工数は下記を目安に組み立てること。 
 

 対  象 工数の目安 

１ 加工場（請負加工場を含める） 標準審査工数×１/２ 

２ 包装・再包装施設（請負軽加工業者を含める） 標準審査工数×１/３ 

３ 販売店舗・飲食店 標準審査工数×１/３ 
 

サイト審査を効率的に行うために、本部で行う現地審査には、サイト管理責任者及び実

際に審査の対象となるサイトの責任者を同席させ、審査概要について理解を促すこと。 

 

３．定期審査の審査工数 

 年次審査、臨時審査及び更新審査の審査工数は下記を目安に組み立てること。 
 

 対  象 工数の目安 

１ 年次審査（定期審査） 標準審査工数×１/２ 

２ 更新審査（再認証審査） 標準審査工数×２/３ 

３ 臨時及び抜き打ち審査（適合性違反等の発生時） 適宜判断 
 

 年次審査、更新審査は共に審査シートの全ての審査項目を対象とする必要はない。申請

者の最新情報（認証範囲や認証構成の変更点）や過去の審査で条件付き適合あるいは観察

事項と判定された箇所を中心に審査項目を選び、審査を組み立てること。なお、申請者に
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事前に審査項目を伝えてはならない。 

 

４．審査サイトのサンプル
．．．．

サイズ
．．．

 

「認証を行う機関に対する要求事項 Ver.3.0」の付属書Ｂに沿って審査するサイトのサ
．

ンプル
．．．

サイズ
．．．

を決定することを原則とする。各サイトで業務内容が異なる場合は、それぞ

れの特徴を反映した構成にすること。また、マルチサイトＢの場合、請負契約関係にある

サイトは必ずサンプルに組み入れること。 

リテールバージョンの申請者である小売チェーンや外食チェーンのように、サイト数が

大規模になる場合は、本部の中央管理体制が機能すること、リスク評価が低リスク以下で

あることを前提に、規模、業態、エリア等のサイトの類似性でグループ化し、そのグルー

プからサンプルを抽出する方法を取っても良い。選定の基準、方法や数については、認証

機関を通じて協議会に諮り、協議会は機関決定を以って了承することとする。 

 

５．入出荷量照合チェック及びトレーサビリティチェック向けのサンプル
．．．．

の
．
数
．
 

入出荷量照合チェックとトレーサビリティチェックの対象となるサンプルの数を定め

る。Ver.2.0では、申請者のリスクレベルに応じてサンプル数を決めていたが、Ver.3.0

からは、以下の通り、業種別にサンプル数を設定する。また、入出荷量照合チェックの要

否は、個別に設定する。 

なお、サンプルの対象となる水産物や水産物については、付属書２－１および３－１の

留意事項を参考に選定すること。 
 

【加工場の場合】 
 

 
対 象 

最低 

サンプル数 
入出荷量 

トレーサビ

リティ 
備  考 

１ 加工場 ３ 〇 〇 
入出荷照合、トレーサビリテ

ィは現品で確認する。 

２ 
包装・再包装

施設 
２ 〇 〇 

入出荷照合、トレーサビリテ

ィは現品で確認する。 

 

  

 


